
事務事業分析シート（平成2４年度）
No1

○ （ ○ ○ ） ○建設事業 ●それ以外の継続事業
○ ●
○有 ●無
○法令基準内 ○都基準内 ●区独自基準 ○計画 ●非計画

（ ） （ 直営の場合 ○常勤 ○非常勤 ○臨時職員 ）

経過

終期設定

3委託

　財務管理、事業の経営管理等に関する知識を有する外部の専門家による監査を実施することにより、監
査機能の充実を図り、より一層の区政運営の効率化及び合理化に資することを目的とする。

　区の執行機関、財政援助団体、指定管理者等

　地方自治法第2条第14条及び第15条の規定の趣旨（住民福祉の増進、最少の経費で最大の効果、組織及び
運営の合理化、規模の適正化）を達成するために、地方公共団体の財務管理、事業の経営管理その他行政
運営に関し優れた識見を有する専門家（公認会計士、弁護士等）の監査を受ける。
　包括外部監査は、都道府県、政令指定都市及び中核市で実施が義務付けられているほか、包括外部監査
について条例で定めた区市町村で実施するものである。当区では条例を定めて実施している。

（包括外部監査の流れ）
　　①　包括外部監査契約締結に関する監査委員意見聴取
　　②　包括外部監査契約締結に関する議会の議決
　　③　包括外部監査契約の締結
　　④　外部監査人による監査対象の特定・監査の実施
　　⑤　外部監査人による監査結果報告書の作成
　　⑥　外部監査人から、議会、区長、監査委員及び関係行政委員会へ監査結果報告書の提出
　　⑦　監査委員による監査結果の公表
　　⑧　監査結果に基づく是正改善措置
　　⑨　監査委員への是正改善措置状況の通知
　　⑩　監査委員による是正改善措置状況の公表

平成13年4月　荒川区外部監査契約に基づく監査に関する条例施行
平成13年度監査　「財政援助団体の財務事務及び経営管理について」
平成14年度監査　「区立特別養護老人ホーム（併設施設を含む）の管理運営について」
平成15年度監査　「道路等の建設・維持管理について」
平成16年度監査　「校外施設及び社会教育施設の管理運営について」
平成17年度監査　「学校給食事業及び管理業務について」
平成18年度監査　「荒川区社会福祉協議会への補助金並びに委託事業について」
平成19年度監査　「債権管理事務について」
平成20年度監査　「荒川区立図書館の運営について」
平成21年度監査　「あらかわ遊園の管理運営について」
平成22年度監査　「ふれあい館の管理運営について」
平成23年度監査　「清掃事業等の執行状況について」

目的

対象者
等

内容

（単位：千円）

実
績
の
推
移

予
算
・
決
算
額
等
の
推
移

7,475
1,708

18年度事項名 22年度 23年度 24年度19年度 20年度 21年度
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8,036
8,036
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8,036
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10,479
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10,016

10,016
30

10,037

地方自治法第252条の27
荒川区外部監査契約に基づく監査に関する条例

根拠
法令等

13

行政評価
事業体系

計画推進のために[Ⅶ]
積極的な区政情報の発信と信頼される区政の推進[14]政策

施策

開始年度 年度平成昭和
年度

一般財源
その他（特定財源）

事務事業名

監査機能の充実[14-06]

実施基準
分野

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（24年度）

外部監査費(01-09-01)

事務事業の種類

課長名

9,183

都（特定財源）

　特定のテーマを深く掘り下げて監査を実施することにより、広く区の事務全般について監査を行う監査
委員による監査を補完して監査機能の充実を図り、より一層の区政運営の効率化及び合理化に資する。

必要性

実施
方法

18年度

国（特定財源）
10,037

①決算額（24年度は見込み）
予算額

9,183

7,475

【事務分担量】（％） 20
合計（①＋②＋③）

②人件費等
③減価償却費

総務企画部総務企画課
内線 2211檀上・髙村担当者名

包括外部監査

新規事業 24年度 23年度

計画区分

五味部課名

7,475
2,562

7,4757,475
7,475
2,541

22年度21年度20年度19年度

01-01-07



事務事業分析シート（平成2４年度）
No2

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（
指
標
分
析
）

（ 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（
要
旨
）

指摘事項のうち、短期間で対応
できるものは速やかに対応し、
中長期的な視点での対応が必要
なものは適切な時期に対応す
る。

金額（千円）主な事項

他
区
の
実

施
状
況

・　包括外部監査実施区…４区（荒川区を含む）
・　個別外部監査実施区…７区

未実施実施

・包括外部監査人に、区政を取り巻く状況を踏まえた適切かつ時機に合うテーマを設定してもらう必要があ
る。
・検討課題とされた指摘事項の検討、改善状況について、監査年度以降も適宜進捗状況の管理を行う必要があ
る。

　検討課題とした指摘事項について、監査年度以降に
おいても、更に是正改善に向けた取組を行うよう、適
切に進行管理を行う。

　これまでの監査の指摘内容を全庁的に周知徹底
し、適切な区制運営に反映するよう、引き続き情報
の共有に取組んでいく。

平成25年度以降に取り組む具体的な改善内容平成24年度に取り組む具体的な改善内容

予
算
・
決
算
の
内
訳

金額（千円）

平成23年度（決算）
節・細節

委託料 包括外部監査 8,036 8,036

平成24年度（予算）
主な事項 金額（千円）

○Ｈ２０二定　監査結果報告における指摘を踏まえ、どのように対処するか（債権管理）

平成22年度（決算）
主な事項

事務事業の分類

包括外部監査 8,036包括外部監査

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名

指摘事項等の件数 －

36件 － －

21件 15件 48件 －

18件 10件

継続

24年度設定

指摘事項等の対応件数

包括外部監査の効果は大きいものであることから継続とする。併せて、制
度開始から10年以上経過していることを踏まえ、テーマ設定等の課題につ
いて検討を進める。

問題点・課題の改善策

3 19

指標に関する説明
指標の推移

目標値
(25年度)

継続

分類についての説明・意見等
25年度設定

21年度 22年度 23年度 24年度
(見込み)

01-01-07



事務事業分析シート（平成２4年度）
No1

○ （○ ○ ） ○ 建設事業 ● それ以外の継続事業
● ○
○ 有● 無
● 法令基準内 ○ 都基準内 ○ 区独自基準 ○ 計画 ● 非計画

（ ） （直営の場合 ● 常勤 ● 非常勤 ○ 臨時職員 ）

③減価償却費

経過

終期設定

実
績
の
推
移

財政援助団体監査実施箇所数
定期監査実施箇所数

（単位：千円）

70
25

96

6874
15

68

102

23年度 24年度
10,49252,865

地方公共団体の財務事務の執行及び経営に係る事業の管理について監査を実施し、公正で、合理的かつ効
率的な行政を確保することを目的とする。

区の行財政事務、区の財政援助団体等の財務事務

24年度23年度

65

監査委員費用弁償支給日数
9

147 113
19

136

62,433
9,639

37,324

460
13,363

16
88

68
22年度

19

60,326

70
25

53,321
10,492

53,414
9,700

28,486

52,865
472

10,492

14,679

63,322
9,770

34,212

43,982
460

開始年度

380

48,670

48,670
380

59,510

目的

対象者
等

1直営

行政評価
事業体系

計画推進のために[Ⅶ]
積極的な区政情報の発信と信頼される区政の推進[14]政策

施策

平成昭和
年度

主なものとして地方自治法第195条～第202条、
監査委員条例

根拠
法令等

22

都（特定財源）

事務事業名

監査機能の充実[14-06]

実施基準
分野

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（24年度）

委員報酬（01-01-01）  交際費（01-02-01）  その他運営費（01-02-02）
監査事務局事務費（01-04-01）

事務事業の種類

課長名

年度

一般財源
その他（特定財源）

43,982
20年度 21年度18年度事項名 19年度

実施
方法

18年度

監査委員及び事務局職員が実施。（平成１８年度に実施した工事に関する監査は、委託で実施）。
事務局職員数は、平成１３年度までは常勤６名、１４・１５年度は常勤５名・非常勤（再雇用）１名、１
６年度～１９年度は常勤４名・非常勤２名（再任用１名・再雇用１名）、２０年度は常勤５名・非常勤２
名（再任用１名・再雇用１名）、２１年度は常勤４名・非常勤３名（再任用２名・再雇用１名）、２２年
度～２４年度は常勤４名・非常勤３名（再任用１名・再雇用２名)

19年度予
算
・
決
算
額
等
の
推
移

10,185

59,881

国（特定財源）
59,510 60,326

①決算額（23年度は見込み）
49,624 38,76249,696

59,881

61,701

【事務分担量】（％） 380
合計（①＋②＋③）

②人件費

予算額

監査事務局
内線 3511山﨑担当者名

監査事務

新規事業 24年度 23年度

計画区分

石澤部課名

9,886
70,82061,426
9,908

22年度21年度20年度

地方自治法第１９５条の規定により、必置の委員である。
監査委員条例により監査委員の定数を3名とし(第2条)、監査委員に事務局を置いている(同条例第3条)

必要性

３　その他の監査 [決算審査(同法第233条第2項)、現金出納の検査(同法第235条の2)、指定金融機関にお
ける公金の収納等の監査(同法第235条の2第2項)、基金運用状況審査(同法第241条第5項)、健全化判断比
率の審査(地方公共団体の財政の健全化に関する法律第3条第1項）]があげられる。

内容

監査委員の職務権限としては、

１　一般監査  [財務監査(地方自治法第199条第1項・第5項）、行政監査(同条第2項)、財政援助団体等の
監査(同条第7項)]

２　特別監査  [直接請求による監査(同法第75条)、議会の請求による監査(同法第98条第2項)、地方自治
体の長の要求による監査(同法第199条第6項)、住民監査請求に係る監査(同法第242条)、職員の賠償責任
についての監査(同法第243条の2第3項)

13-01-01



事務事業分析シート（平成２4年度）
No2

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（
指
標
分
析
）

（ 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（
要
旨
）

予
算
・
決
算
の
内
訳

金額（千円）

他
区
の
実

施
状
況

未実施実施

特別区監査委員協議会分担金等

4
追録等

平成24年度に取り組む具体的な改善内容

特別区監査委員協議会分担金等 42

平成24年度（予算）

平成25年度以降に取り組む具体的な改善内容

監査委員交際費

604

8,630

追録等

節・細節

事務局職員出張旅費
他団体来客賄い

報酬

特別旅費
交際費

監査委員報酬

監査委員費用弁償等

0
事務局職員出張旅費 38
監査委員費用弁償等 366

主な事項
平成23年度（決算）

主な事項 金額（千円）

平成22年度（決算）
主な事項

事務事業の分類

604
80

監査委員報酬

金額（千円）

8,640
監査委員交際費

監査委員報酬
8210

8,640

監査委員費用弁償等 820
事務局職員出張旅費 262
他団体来客賄い

監査委員交際費

追録等
特別区監査委員協議会分担金等

0
550
26

373
0

59
食糧費
職員旅費

一般需用費
負担金補助及び交付金

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名

指摘事項未改善件数 0
前年度指摘があった場合で、未
改善の事項数

0 0 0 0

継続

24年度設定

監査実施方法等の改善を図りながら、引き続き、公正で合理的かつ効率的
な行政を確保する。

問題点・課題の改善策

22 0

指標に関する説明
指標の推移

目標値
(25年度)

継続

分類についての説明・意見等
25年度設定

21年度 22年度 23年度 24年度

13-01-01
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